



要 旨       
平成 13年７月 
科学技術政策研究所            
 







 調査研究の方法  
〇平成 11（1999）年度において、都道府県及び政令指定都市において実施された科 
 学技術に関連する事業、及び経費の決算額を調査票調査により把握。 







































 地域における科学技術関係経費  
（１）科学技術関係経費総額（決算ベース） 
 
年  度 47都道府県 12政令指定都市 合  計
科学技術関係経費 749,115 113,145 862,259
　１団体当たり平均 15,939 9,429 14,615
（構 成 比） 86.9% 13.1% 100.0%
科学技術関係経費 680,729 103,251 783,980
　１団体当たり平均 14,484 8,604 13,288
（構 成 比） 86.8% 13.2% 100.0%



















































































































北 九 州 市
福 岡 市
９ (9 7 )年 度
11 (9 9 )年 度
単 位 ：億 円
 






















 2,616億円（総額の約 33％）等。 


























〇約 397億円で、科学技術関係経費総額の約 5％。 
〇公設試験研究機関に約 230億円（国庫支出金総額の約 58％） 























〇約 1,354億円で、科学技術関係経費総額の約 17％。 
〇公設試験研究機関に約 558億円（施設整備費総額の約 41％） 


















































































































































































































































































































































































〇過去 5回の傾向から、公設試験研究機関の経費の割合が 67％から 46％に減






















































































































「産業系」優位   (34)





〇59団体中 24団体（うち政令指定都市 11団体）では非産業系の支出が多い。 
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専任部署の設置 協議会等の設置 審議会等の設置 大綱・基本計画等の策定
専任部署（累積） 協議会等（累積） 審議会等（累積） 大綱・基本計画等（累積）
       の策定のうち、実施済みの数、括弧内は地方公共団体の数を示す。
注：凡例に示す数値は、専任部署の設置、協議会等の設置審、議会等の設置、大綱等
0   (2)





















〇常勤職員数は約 43.5人（うち研究職員数は約 28.2人） 
〇建物延べ床面積は約 8千㎡。 
〇理科系高等教育機関の経費は約 2,616億円。 
〇公立大学等の内訳は、大学が 51（うち、今後設立予定の機関は 4） 
〇短期大学が 33、高等専門学校が 5、専修学校が 102、職業大学校等が 53。 
〇医療関係機関の研究経費は約 183億円。前回調査時に比べ約 21 億円、約 
 10％の減少。 
〇公立のがんセンター研究機関、病院等の医療関係機関が 290機関。 
〇財団等に係る経費は約 347億円。前回調査時に比べ約 36億円、約 9％の減少。
〇財団等の数は 198。内訳は 190が財団等の機関で、残りの 8が法人格を持たな
 い協議会や基金等。 
〇１機関当たり平均の常勤職員数は約 28人。 












〇経費は約 90億円。２年前の前回調査に比べ約 8億円、約 9％減少。 
〇研究交流のための施設の整備、産学官の共同研究。 
〇公設試験研究機関における共同研究事業は 255件。 
〇経費は約 485億円。前回調査時に比べ約 25億円、約 5％の増加。 
〇中小企業における研究開発と技術開発に対する助成と融資、サイエンスパ 
 ークの整備等。 
〇経費は約 31 億円。前回調査に比べて約７億円、約 29％の増加。 
〇情報ネットワークの構築、インターネット利用促進に向けた施設整備等。 
〇経費は約 42億円。前回調査に比べて 19億円、約 80％の増加。 
〇公設試験研究機関の職員の大学・国立試験研究機関、あるいは海外の機関 
 における派遣研修。 







 公設試験研究機関における研究課題評価等の実施状況  
 
〇経費は約 29億円。前回調査に比べて約 13億円、81％の増加。 
〇科学技術に関連する国際シンポジウム等の開催、外国人研究者・研修生の受け
 入れ、及び研究者・技術者の海外派遣等。




〇47 都道府県及び 12政令指定都市のうち、49 団体において、一部の公設試験研
究機関だけが実施している場合も含め、何らかの形で公設試験研究機関における
研究課題評価が実施されている。 
〇公設試験研究機関の機関評価の実施状況については、13 の地方公共団体にお
いて、一部の公設試験研究機関だけが実施している場合も含み、何らかの形で機
関評価が実施されている。 
